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（１）「英語教育改善のための英語力調査の分析・活用に関する検討委員会」の設置 

 
平成 26 年 5 月 19 日 

初等中等教育局長決定 
 

１． 設置の趣旨 

平成 26 年度「英語教育改善のための英語力調査事業」を活用して、生徒の英語力の現

状等を検証するとともに、調査結果に関する分析及びその活用の推進のための方策等に

ついて検討を行う「英語教育改善のための英語力調査の分析・活用に関する検討委員会」

を設置する。 
 

２． 取扱事項 

 （１）生徒の英語力の現状把握及び調査結果の分析 
（２）調査結果を活用した改善に向けた取組の推進方策の検討 
（３）その他 

 

３． 実施方法 

 （１）本委員会の構成員は別紙のとおりとする。 
 （２）本委員会のもとに、必要に応じてワーキンググループを置くことができる。 
 （３）必要に応じて、別紙以外の関係者にも協力を求めることができる。 
 

４． 実施期間 

平成 26 年 5 月 26 日から平成 27 年 3 月 31 日 
 

５． その他 

  この作業に関する庶務は、初等中等教育局国際教育課において行う。 
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６． 英語教育改善のための英語力調査事業報告書 執筆協力者（五十音順） 

（職名は平成 27 年 3 月現在） 
 
 

「英語教育改善のための英語力調査事業」の分析･活用に関する 
検討委員会 委員（○は主査） 

 
安間 一雄   獨協大学国際教養学部言語文化学科 教授 

 
岡部 憲治   工学院大学附属中学校・高等学校 教諭 

 
竹内 理    関西大学外国語学部外国語学科 教授 

 
根岸 雅史   東京外国語大学大学院総合国際学研究院 教授 

 
○ 松本 茂    立教大学グローバル教育センター長 

 
森  博英   日本大学経済学部 教授 

 
渡部 良典   上智大学言語科学研究科 教授 

 
 
文部科学省においては、次の関係官が担当した。 
 

向後 秀明   文部科学省初等中等教育局教育課程課教科調査官 
（兼）国際教育課外国語教育推進室教科調査官 
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（２）本調査の背景に関する参考資料 
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